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観光消費の地域産業連関分析について
藤　　本　　利　　躬
1　序
　最近は，経済のソフト化・サービス化に対応して，観光消費が生活の「ゆ
とり」の象徴の一つに祭り上げられるに到った観があり，他方でばこの新し
い社会風潮に見合った需要動向を取り込んで地域の経済的・社会的活性化に
結び付けるべく，官民あげて，時には独立に，あるいはいわゆる第三方式
で，観光資源の再生や新開発に活路を求める地域が増えているのは周知の通
りである。その際，』 k海道［5］や静岡県［6コ等のように，こうした方策
の理論的裏付けをするために観光活動に伴う各種の財サービスへの支出ない
し需要が地域経済にいかなる影響を及ぼすかについて定量的に調査・研究す
ること，またこれに産業連関分析の方法を適用することが，いわぽ慣例化し
たのではないかと思えるほどの定着振りを呈している昨今ではある。
　わが岡山県にしてもこの例にもれるものではなく，県商工部観光物産課の
1991年度調査研究プロジェクトとしてこの種の作業が試みられ，その成果が
昨年3月に公表されたばかりである［7］。本稿の課題は，これにコンサルタ
ントまがいの関与をした立場から，今回の作業の要注目点を挙げるととも
に，こうしたアプローチに付きまとう方法論的問題点を指摘し，若干のコメ
ントを加えることである（1）。
（1）研究担当者は岡山経済研究所の大崎泰正氏と雄龍清志氏である。
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II　産業連関分析の本質と限界
　一般にゴいかなる分析手法にしても，その応用が上首尾に終わるために
は，手法そのものの理論内容と限界を正確に理解しなければならないのは無
論のこと，その手法を適用せんとする対象を的確に把握した結果として，両
方の対応関係が論理的に整合し，しかも資料面での実証可能性が相応に備
わっていることが必要である。当面の手法は産業連関分析であるが，「原点
に帰る」意味でまず初めにその概要を整理し，以下の議論の足場固めとす
る。
　（1）産業連関の構造分析
　この手法は，一定期間に一定空間で行われる千差万別の経済活動は，生産
活動を枢軸に，これと関わる限りにおいてのみ経済活動たり得るとの経済学
の考え方を見事なまでに具現するものである。したがって，生産活動主体で
ある企業の集合としての産業が経済の主役であり，消費や要素供給の主体と
しての家計を初めとしてその他の主体はすべて脇役に押しやられてしまう。
　この手法の分析用メスは産業連関表だけであり，これが経済の「かたち」
を確かめる構造分析でも経済の「はたらき」を調べる機能分析でも重用され
る。表1は1985年の競争移輸入型岡山県表の3部門統合表である（2）。これを
例に用いて，連関表がまず構造分析用としてどのように役立つかの説明をす
ることとする。
1）連関表は，見ての通り，行列である。
2）表の左端には売り手としての部門が並ぶから，（ヨコ）行は薬売り手が表
（2）［4コp．4。ただし，論述の見通しをよくするため・」・計欄は取り除き，家計外消費行部
　門は営業余剰へ，家計外消費一部門は民間消費に含めている。また粗付加価値部門の
　「間接税」と「補助金」は統合して「純間接税」（＝間接税一補助金）とした。
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の上端に並んだ買い手としての諸部門への販売によって得た収入明細であ
る。逆に，（タテ）列は左端の売り手から各買い手産業がいかほどずつ買い
入れて支払ったかの明細が記入されている。
3）連関表という舞台の主役は産業である。このことは産業が表の最も上座
　（左上方）に，しかも買い手，売り手の二役で，顔を出すことに現れてい
　る。その他の部門は売り手か買い手のどちらか一方として登場するだけで
あり，脇役と呼ぶゆえんである。
表1　昭和60年岡山県産業連関表（3部門統合表）　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
中　間　需　要 最終需要　　1移　　需要部門
沂虚薄
???????????民支????一消
ﾊ費
ｭ支
{出
総形?????????　3ﾚii
A轡出i妹
?????
第1次産業 3492，697 170 572 0 20 4 807ii△2，0622，558????
第2次産業 57749，5887，091 8，0300 14，473△446　　lIT4，258ii△44，43089，142
第3次産業 30812，974 8，388 19，103 4，145994 04，162ii△7β4042，773
雇用者所得 9011，683 15，112
営業余剰 9536，6728，202
?????
資本減耗引当 2732，5863，291
（注）1．生産者価格表である。
@　2．単位未満を四捨五入したため，内訳と合
@　計は必ずしも一致しない。
@　3．△はマイナス。純間接税 8 2，941 520
県内生産額 2，5589，142 42，773
4）行の読み方は，各売り手産業の生産物が始発駅としての事業所から順に
終着駅へ向かって配送される貨物輸送にたとえれば，わかり易い。本県の
　！次産業は1985年に2，558億円生産したが，注文（需要）を合計してみると
4，620億円もあり，したがって不足分2，062億円は移輸入して総需要に応じ
たのである。
　　配送の順は，まず349億円を自家消費するために始発駅で留保して残り
を荷積みし，次の2次産業駅で2，697億円だけ，また3次産業駅で170億円
を各々荷下ろしし，最後のターミナル駅の「民間消費」ホームに572億円，
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　「総固定資本形成」ホームに20億円，「在庫純増」ホームに4億円，そして
　「移輸出」ホームに807億円ずつそれぞれ分けて荷下ろしされた，というわ
　けである。
　　ターミナルの駅名は「最終需要」である。「消費」は，民間が行うもので
　あれ政府であれ，生産物の究極のターミナルという意味で最終である。設
　備ないし建設投資としての「総固定資本形成」は長期的に，また在庫投資
　としての「在庫純増」は短期的に，ともに未来の供給活動用にとっておか
れる分であるから，生産物の1985年中の終着駅という意味で最終である。
　「移輸出」は国内他府県または国外への積み出しという当然の理由で最：終
　である。
　　そうすると，ターミナルまで乗らずに産業名の付いた駅で荷下ろしされ
た分は，それが生産された年内に自他の生産過程へ原材料として投入され
　るべく，途中下車を余儀なくされたものといえるから，これを「中間需
要」と総称するのはけだし当然である。
　　かくて，連関表の行には財別の事後的需給恒等式，
　（1）中間需要＋最終需要＝移輸入＋県内生産額
が記入されていることが明かである。表1で，移輸入列とその左の列との
間の二重の点線は等号（＝）のつもりであり，これを境に左が左辺，右が
右辺となるから，各々の合計は等しいはず，というわけである。
　　しかし，県表の作成目的は県内生産活動の規模，つまり県内生産額を調
べることであるから，（！）のま茸では未だ不便である。結局，移輸入を左辺
に移項して，「中間需要＋最終需要一郭輸入＝県内生産額」と変えた需給
均等式が表示されることになっている。表の右端の「国内生産額」列を二
重実線で区切っているのは，最：終的にこの改訂需給均等式が連関表に記入
　されていることを明示するためである。その際，移輸入は「マイナスの最
終需要」と定義し直されていることに注意すべきである。
5）列は，上述した通り，1985年に各産業がその生産活動のために行ったあ
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　らゆる投入に対する費用支出の明細を示す。投入も中間投入と粗付加価値
　とに大別されるが，中間投入ほ中間需要の別称であるから原材料使用額で
　ある。
　　原材料が産業によって1985年に生産された投入物であるのに対して本源
　投入は，「労働」のように，本来的に産業が生産できない投入物であり，こ
れらが「粗付加価値部門」と総称されるQである。産業によって生産され
た生産要素である原料素材の上にさらに本源要素が働きかけて価値を新た
　に追加したことを強調しているのであるが，ここで一つの問題が出てく
　る。それは，営業余剰の中に1985年中の生産活動で機械等の固定資本が稼
働されることにより減耗したはずの部分の価値が混入し，これを原材料の
　ように明確に区分・確定することが物理的に不可能という事実に由来す
　る。稼働された固定資本は2次産業の過去の生産活動の成果であり，その
’一舶ｪが本（1985）年の生産活動の成果の中に紛れ込んでくるのである。
　しかしこれは不可抗力であるから，そのままにし，ただ過去の成果が多少
　とも不純物として本年の成果である付加価値の中に混入していることを明
記するために「粗」を付加して「粗付加価値」と呼ぶ。
6）こうして各行とそれに対応する列の対は産業別収支決算書を成している
から，表1は本県各産業の1985年における損益計算書を兼ねてもいる。し
たがって各行和と対応する列和は収入計と支出計として一致しなければな
　らない。連関表の最下行を区切った二重：線は，前と同じく，等号（＝）と
見なされるべきであり，’かくて列には産業別の支出合計式が記入されてい
るのであるが，その合計額が対応する行和としての収入計に等しいという
のが周知の会計恒等関係である。
7）論を進める上での便宜のために，ここで一般モデルを設定する。表2は
上掲3産業部門表をn部門に一般化したものである。粗付加価値部門は
　「雇用老所得∫だけを分離独立させ，残りは「その他粗付加価値」へ統合
　して扱う。最終需要部門は変更がない。
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表2　産業連関表模式表
中　　間　　需　　要 最終需要　ii　総　　供　　給　需要部門
沂虚薄 1…　　n 全 12345il移輸入県内総生産
????｝??
Xh」 Σ」X醇
　　　｝i
E・
???????
Xh
全 ΣhXhl A （ΣbΣ】kFhドΣhMh＝）CD??????
Vij （ΣljVe）
全 ΣiVil B
県内生産額　　　X」
」　　一　一．　一c
　ここで記号の定義は以下の通りである。Xb＝h産業の国内生産額，
Xh」＝h産業から」産業への原料供給額，　Vij＝第i粗付加価値部門（本源
要素）のj産業への供給額，Fhk　＝＝　h産業の生産物に対する第k最終需要
額。第1粗付加価値部門＝雇用者所得，第2同＝「その他粗付加価値」。第
1最：終需要部門＝民間消費，第2同＝政府消費，第3同＝総固定資本形
成，第4同＝在庫純増，第5同＝・移輸出。M、＝第h財の移輸入。
　この一般表のn部門をすべて合わせて「全産業」とする完全統合表を作
成する。表2では右下を縁取った鈎型部分がそれである。統合の手続きか
?
（2）A＝Σ，Σ，X，」＝全産業の中間投入（需要）額
　（3）B・Σ、Σ」Vil＝全産業の本源要素支払額
　（4）C＝Σ、ΣkFhk一ΣhM、＝全産業の県内生産物への最終需要額
　（5）D・＝ΣhXh＝＝全産業の県内生産額
となることは明かだろう。
　さて，既述の収支均等関係が完全統合後においても成立することは無論
である。すなわち，三和の定義
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　（6）　A十C　＝D
における右辺Dが列和（ΣjX」）にもならなければならない。したがっ
て，
　（7）　A十B＝D
　これら2本の定義式から
　（8）　B＝C
　ところで，全産業の本源要素への支払総額（B）はいわゆる分配所得に
対応する県内総分配に該当し，全産業の県内生産物への最：終需要総額
（C）は支出所得に対応する県内総支出に当たる。
　他方，D－A，すなわち全産業の生産額（D）から，生産過程から産出
されると同時に原料として生産過程へ投入され，別の生産物の一部に変身
して再度産出されるために二重に計算されてしまう中間投入額（A）を控
除したものであるが，これは当該年中に岡山県内で概ね新しく生産された
価値であり（3），生産所得に対応する県内総生産と呼ばれるものに当たるこ
とは周知の通りである。
　このような考え方に基くならば，（7×8）から導かれる
　（9）　D－A＝＝B＝C
は県内総生産＝県内総分配＝県内総支出ということ，つまり所得の三面等
価の原則というマクロ・ルールの成立を確認したものになっていることが
わかる。
　以上のように，産業連関表は産業相互間及び産業とその他の主体との間
の生産活動に伴うあらゆる取引のネヅトワークを産業別損益計算書をクロ
スさせることによってミクロ的に分析するばかりでなく，こうしたミクロ
的基礎付けから論理整合的にマクロ的な所得循環の「かたち」をものの見
事に析出しているのである。
（3）上述の理由により資本減耗を含むから「概ね」である。
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　（2）産業連関の機能分析
　杢ともと連関表は以上のような構造分析用のメスとして工夫されたもので
あるが，これを機能分析にも転用することができる。ここに機能分析とは，
要するに，因果分析のことである。こうした分析のためには構造分析で解明
された「かたち」を持つ全体の中でそこに含まれる諸部分を原因グループと
結果グループとに分ける必要があり，この分類基準を提供するものこそが学
説であり，理論体系である。それでは産業連関分析ではどのような学説ない
し因果観を採用しているのだろうか？
　「需要が供給を決定するのであり，その逆ではない。」これこそが産業連関
の理論のすべてであり，それ以上でも以下でもない。明らかに，これはケイ
ンズの有効需要の原理であり，かくて産業連関分析は有効需要説のミクロ
版，ないし産業がミクロ概念としての企業を集計したものであることを考慮
してセミ・マクロ版といわれるゆえんである。
　この考え方に立てば，表2に含まれる（1）に対応した需給均等条件
　aO）　Z，　Xh，　十E，＝，，，　F，，　＝＝　M，十X，　（h　＝＝　！　，．．．，　n）
と費用方程式
　（ID　Z，X，，十Z，V，，＝＝X，　（j＝1，．．．，　n）
において原因グループは本来の最終需要項目，すなわち民間消費FhI，政府
消費：Fh2，総固定資本形成Fh3，在庫純増Fh4，移輸出：Fh5であり，これらがい
わば震源地なのである。その一つでも震動すれば，とりあえず県内の原料需
給（Xhi）と本源要素需給（Vij）が揺り動かされ，それらの合計としての諸産
業の県内生産額（X，）も動いて新しい水準に向かうが，同時にもう一つの供
給ルートである県外からの移輸入（Mh）もそれなりに変動を余儀なくされ
るという逐次調整のフ。ロセスが，波紋が広がるように，県内外の経済全般に
わたって進行していくことになる。
　この「最初に最終需要ありき」を完全統合表のマクロ・タームで表現する
とすれば，（9）を逆に読んで，「最終需要（C）は丁度それに等しい粗付加価値
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（D－A）が創出されるまで中間需要（A）と生産額（D）を押上げてい
く」とでもいえようか。明らかに，これこそは，投資はそれに等しい貯蓄が
創出されるまで所得を高めるというケインズの投資乗数論のロジックにほか
ならない。
　連関表によって可能な機能分析はせいぜい以上までである。つまり，機能
モデルの分析用メスとしての連関表は因果の方向付けしかできない。因果の
強さの解明を含めて分析をさらに深めるためには，投入係数に代表される各
種の構造係数を明瞭に導入して因果のメカニズムを直接取り扱える産業連関
モデルの設定が必要であるが，それは枚挙に暇がないほどある産業連関関連
のどの文献にも述べられているものである。ここでは要点のみを挙げるに止
める。
　初めに記号を以下のように定義する。すなわち，投入係数a、」＝X、」／
Xj，付加価値係数vj＝Σ，V，j／Xj，移輸入係tWMh＝Mh／（ΣjXhl、十
£k．1．、　F　hk），とする（4）。これらを要素にした行列としてば［a、1］＝投入係数行
列，［Vj］＝付加価値係数（対角）行列，［m」］＝移輸入係数（対角）行列
が必要である。また，X＝・X、を成分とする県内生産額ベクトル，　VF・Z］、
Vijを成分とする産業別付加価値ベクトル，：F　1＝：Fhlを成分とする民間消費
ベクトル，F2＝Fh2から成る政府消費ベクトル，　F3＝Fh3から成る県内総固
定資本形成ベクトル，F4＝Fh、を成分とする在庫純増ベクトル，　F，＝：FhSか
ら成る移輸出ベクトル，M；M、を成分とする移輸入ベクトル。
　以上の記号を用いれば，産業別需給均等式⑩と費用方程式⑪は，各々，
　（12）　［ahj］　X十Fi十F2÷F3十F4十Fs＝
　　　　［mh］　（［ahj］　X十Fi十F2十F3十F4）　十X
　（13）　［ahj］　TX十　［vj］　X＝X
となる（5）。
（4）各部門の移輸入は原料需要も含めた県内総需要に比例する。
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　次に，F，，　F　2，　F，，　F，，　F，を外生変数（原因グルーフ．）として⑫を解
けば
　（10　X＝Zk－i．4　（Irm　（1一　［mh］）　［ahi］）　一’　（1’　［mh］）　Fk
　　　　　＋　（1一　（1一　［mh］）　［ahj］）　一iFs
これが機能モデルとしての産業連関モデルの基：本型であり，その他のすべて
はこれから派生するとの意味において最重要なのである。
　一見して明らかなように，この誘導型システム⑭は産業別国内生産額Xが
真性の最終需要：F，，F、，　F，，　F、，　F　5によって決定されるという一方的因
果の方向に関わる定性的因果法則を表すのみならず，結果としてのXを最終
需要5項目の各々がどれだけずつ決定したかを解明する定量的因果分解式で
もあるわけである。⑭の各項である（1一（1一［mb］）　［ah」］）一1（1一
［mh］）Fkと（1一（1一［m、］）［a．hj］）一1F5を各々「eg　k県内最終需要
項目の生産誘発額」，「県外需要（移輸出）の生産誘発額」と呼ぶゆえんであ
る。こうして⑳は定量的な結果（生産額）の原因（最終需要）別要因分解式
にほかな：らない。
　供給の主要ルートである県内生産については以上の通りであるが，第2の
ルートとしての移輸入は⑫の右辺第1項である。それは移輸入係数を比例定
数として県内需要に依存するとの仮説を表すものであるが，‘これに（④を代入
してXを消去すれば，移輸入の最終需要項目（原因）別要因分解式
　⑮M＝＝Σ、一，．、［m、］（［a、、jコ（1一（エー［m、］）［a、j］）一1
　　　　　（1一［m、コ）＋1）．F、＋［m、］
　　　　　［ahj］　（1一　（1一　［mh］）　［ahj］）　一iFs
が得られることは自明である。
　県内の生産活動への参加によって発生する付加価値は⑬の左辺第2項であ
る。これにωを代入すれぽ，産業別付加価値額の要因分解式は
（5）　［a・hj］Tは行列［a・h」コの転置を意味する。
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　⑯　V　・＝　Z，＝，．，［vjコ（1一（1一［mh］）［ahj］）　1（1一［mh］）Fk
　　　　　＋　［vj］　（1一　（1一　［mh］）　［ahj］）　一iFs
となる。
　最後に，連関表のフレームからははみ出すが，経済問題の枢軸をなす雇用
量の産業別配分も分析することができる。Ej＝第」産業の雇用者数，　E＝
Ejを要素とするベクトル，第j産業の雇用係数ej＝Ej／Xi，［e」コ＝雇
用係数（対角）行列，とすれぽ，雇用の最終需要項目別分解式は
　⑰　E　＝＝　Zk。，．4［ej］（1一（1一［rn・h〕）［a　hi］）一工（1一［Mh］）Fk
　　　　　＋　［ej］　（1一　（1一　［mh］）　［ahj］）　一’Fs
である。
　③　要約
　産業連関分析にも「できること」と「できないこと」がある。
　「できること」の基本は以下の通りである。
1）外生的に与えられた民間消費，政府消費，総固定資本投資，在庫投資，
　移輸出という最終需要ベクトルが県内の各産業の生産額をどれだけにする
　かを計算すること，
2）同じくこれらの各最：終需要ベクトルが各種財の県外からの供給（移輸
　入）をどれだけずつ誘引するかを計算すること，
3）同じく各最終需要ベクトルが県内の各産業の生産活動を通じてどれだけ
　ずつ付加価値を創出するかを計算すること，
4）外生的に与えられたすべての最終需要ベクトルの成分の合計としての最
　終需要総計が県内総生産としての粗付加価値総計を決定し，両者の差が移
　輸入総額に等しくなることを示すことによってマクm均衡条件の成立を明
　示すること。
　「できないこと」とは総需要によって決定された結果としての県内総生産
に等しい県内総分配，つまり所得が今度は消費需要等を揺り動かす原因に転
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化するに到るという因果の逆転を考慮に入れられないことである。産業連関
の機能モデルには反作用のループが組み込まれておらず，相互依存のメカニ
ズムがない一方的因果の体系としてデザインされているからである。
皿　観光消費の地域産業連関分析の理論と実際
　　一岡山モデルを中心に一
　初めに述べたように，観光消費の地域経済分析に産業連関分析法が用いら
れている限り，公表済みの実例集には共通したあるパターンが認められる。
そこで，初めにこの一般的パターンを要約し，次に応用例の（おそらく）最
新ヴァージョンである今回の岡山ケースを概観することにより，その紹介を
兼ねてこの種の分析の意味内容と限界とを一般的に論じることにする。
　（1）観光消費の地域産業連関モデルの一般型
　産業連関分析は，上述したように，諸産業の生産物に対する各種最終需要
を本源的原因とし，諸産業の生産活動水準をその直接の結果とし，それに
伴って諸産業で発生する所得源泉としての粗付加価値及び年令の県外からの
移輸入額を副次的結果とする因果のプロセスを解明するものである。これを
観光消費の効果分析に応用することは，したがって，観光消費ベクトルをな
んとか推計し，これだけを原因としてモデルヘインプットし，その結果，ア
ウトプットしてくる県内生産額づクトル，粗付加価値ベクトル及び移輸入ベ
クトル，雇用ベクトルを読み取ることである。具体的には，まず
　　Sh＝第h財への観光消費支出，　S＝観光消費ベクトル
を定義し，次に⑭のF，＋F2＋F，＋F、＋F5をこのSと取り替え．る。それ
に合わせて，X8＝観光消費支出により誘発される県内生産額ベクトル，　MS
＝同じく移輸入ベクトル，vs＝同じく粗付加価値ベクトル，　ES＝同じく雇
用ベクトル，と定義し，これらを（14⑮㈲（1ののX，M，　V，　Eに代入して，一
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般型観光消費効果分析システム
　（18）　Xs＝　（1一　（1一　［mh］）　［ahj］）　一i　（1一　［mh］）　S
　（19）　MS＝　［mh］　（［ahj］　（lm　（lrm　［mh］）　［ahj］）　一i　（IT　［mh］）
　　　　　　＋1）　S
　eo）　vs＝　［vj］　（1一　（1一　［mh］）　［a，j］）　一i　（1一　［mh］）　S
　⑳　ES＝［e」］（1一（1一［mh］）［ahl］）一1（1一［mhコ）S
を誘導する。最後に，Sを推計し，．E記4式に代入してxs，　MS，　V’，　ES
を算出する。
　（2）岡山県の観光消費ベクトルの定義と推計
　このような因果のフレームワークにおいて根源的原因になる観光消費ベク
トルが観光行動に必要な各種財サービスへの消費支出の集合であると定義す
ることは至極簡単であるが，その内包を実際に規定することは一転して至極
複雑となる。まず，観光とは何だろうか？
　1969年の観光政策審議会答申の定義によれば，観光とは日常生活圏を離
れ，そことは異なる自然・文化環境のもとで，鑑賞・知識・体験・活動・休
養・参加・精神の鼓舞などの形式で生活の変化を求めるという人間の基本的
欲求の充足行動のことである。岡山のケースを含めて，どの観光分析もこの
定義をベースにするのが通例のようである。
　この定義では観光行動は2類型の行為から成るとされていることが読み取
れる。すなわち，「移動」と「レクリエーション行為」である。移動は発地か
ら観光資源がある着地までの輸送サービスを中心に宿泊や飲食等の滞在関連
の財サービスに対する需要を誘発し，これらを供給する産業面（主要な輸送
関連としては鉄道と観光バスが直ちに連想され，副次的な滞在関連では旅
館・ホテル・飲食業が挙げられよう）の生産活動を喚起する。このグループ
を旅行関連産業という。
　他方のレクリエーションは着地での観光行為であり，観光資源と観光客と
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を連結する役割を果たす財サービスは無論、それに付帯する形で需要が起こ
りやすいものも含めて，これらを供給する産業群が関わる。前者が博物館・
スポーツ施設・リゾート施設など観光行動の直接的な客体を提供するレクリ
エーション産業であり，後者はガイド・観光タクシー・各種土産品製造及び
販売業等の観光支援産業である。これらを観光目的関連産業と総称する。
　以上を考慮して，究極的には72産業部門から成る岡山県観光分析用産業連
関表が作成されたのであるが，これが正規の県表と異なることは無論であ
る。まず，正規表の最：新版で今般の観光分析用の下敷にもなった昭和60年表
［4］と比較すると，正規表で部門数が最も多いのは85部門構成であり，主
要業種を遺漏なく網羅していて，観光72部門表よりも詳細である。しかし，
観光消費需要に対応する特殊な産業活動を定量的に解明するには，85部門で
も汎用を旨とする正規表のままでは過不足が残るのは当然である。そこで，
県統計管理課のデータベースに入っている資料用183部門表を入手し，これ
によって正規表85部門の再分割・再統合が行われた。すなわち，観光関連度
の強い部門は分離独立させて部門数を増やし，逆に弱い部門は主要業種とい
えども組替えや統合を行って部門数を減らす等の調整を施した結果がこの72
部門表にほかならない（6）。
　さて，推計対象年次は1990年である。
　推計に用いたデータについて。既存統計資料としては「岡山県観光動態調
査」（岡山県商工部観光物産課）をはじめ各種の観光施設業務統計が中心で
ある。これを補完し、，あるいは情報内容を限りなく新しくするために観光客
への観光消費支出に関するアンケート調査，及び土産品小売業と宿泊業に対
する観光客への売上等に関連したアンケート調査を実施し，その他の観光関
連業者や観光施設に対して面接・ヒヤリング調査も行われた。
　実際の推計は，まず宿泊観光客の実人員及び日帰り・通過観光客の実人員
から始めて費目別（宿泊費，交通費，土産品代謝，食事代等，その他費用）
観光消費額に及び，これらを用いて総観光消費額を算出するまでが前段であ
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る。そのプmセスの詳細は省略し，結果のポイントだけをピックアップす
る。
1）1990年中に観光客が県内で支出した総消費金額は1，649億円であった。
2）宿泊・非宿泊別推計総消費金額は宿泊客880億円，日帰り・通過客769億
　円である。
3）費目別推計結果は宿泊費365億円，交通費434億円，土産品代等437億円，
食事代等323億円，その他費用90億円である。
　以上の観光消費総額をいわゆる10コンバーターで72部門別観光消費ベク
トルへ分割するのが推計の後段である。
　③　観光消費分析用の岡山県産業連関モデル
　他のモデルでは，いきなり，推計した観光消費ベクトルを一般型システム
⑱～⑳に代入して観光消費の産業別生産誘発額及びその他の計算へと直行す
るのであるが，岡山モデルにあってはここで一一工夫されていることに注意す
べきである。それは観光業者へのアンケート調査結果の中に商品別の移輸入
（6）参考までに72部門の部門名を観光依存率の高い順に挙げておこう。1旅館・宿泊所，
　2陶磁器，3貸自動車業，4輸送付帯サービス，5道路旅客輸送，6飲料（除酒類），7
　飲食店，8果実，9農産食料品，10鉄道，11水産食料品，12娯楽サービス，13沿海・内
　水面輸送，14その他工業製品，15小売（含土産小売），16ガラス・ガラス製品，17繊維雑
　品・イ製品，18皮革・同製品，19身回品・その他繊維既製品，20野菜，21漁業，22出
　版・印刷，23その他の対個人サービス，24分類不明，25石油・石炭製品，26その他食料
　品，27木製品，28酒類，29衣服，30その他農業，31通信・放送，32林業，33畜産食
　品・と畜，34金属製品，35紙加工品，36プラスチック製品，37ゴム製品，38教育・研
　究・医療ほか，39家具・装備品，40化学製品，41穀類，42道路貨物輸送，43船舶・その
　他輸送機械，44耐火物ほか，45外洋・港湾輸送，46土木，47航空輸送，48水道・廃棄物
　処理，49非鉄金属，50セメント・セメント製品，51パルプ・紙，52保険，53公務，54住
　宅賃貸料，55自動車，56一般機械，57対事業所サービス業，58精密機械，59電気機械，
　60電力・ガス供給業，61製材・合板・チップ，62金融，63繊維製品，64鉄鋼，65飼
　料・有機質肥料，66建築，67鉱業，68不動産仲介ほか，69卸売，70自家用旅客自動車，
　71事務用品，72畜産。［7コ「資料編」参照。なお，観光依存率についての説明は】V節の
　冒頭にある。
一39一
416
係数（mh’）が含まれていたことによる。これは正規連関表の移輸入係数
（mh）と異なるから，両方とも有効利用するにはアンケート移輸入係数は観
光消費ベクトル専用として観光消費用移輸入係数といい，正規表の移輸入係
数は専ら一般取引用に限定して一般移輸入係数と呼んで完全分業させる必要
がある。そうすると，観光消費の効果計算式⑬～⑳は
　eD　Xs＝　（1一　（1一　［m，］）　［ahj］）　’i　（1一　［mh’］）　S
　⑬　MS・・［mh’］（［ahjコ（1一（1一［mh］）［ahj］）一1（1一
　　　　　　［Mh’コ）十1）S
　⑳　vs：＝［Vj］（工一（1一［mh］）［ahj］）一1（1一［mh’］）S
　㈱　EE＝［ej］（1一（1一［mh］）［ahjコ）一1（1一［mlt’］）S
となる。ただし，ここで［m、’］＝観光消費遷移輸入係数（対角）行列。こ
れを岡山型観光消費効果分析システムと呼ぼう（7）。
　第h観光関連産業は観光消費需要S、の発生に対してmh’S、は県外から仕
入れ，残りは県内生産するが，その生産に必要な原材料を県内生産するか移
輸入するかを決定する係数は正規表のm、とするというわけである。これは
極めて妥当な処理といえよう。原材料は，県内生産されようが県外企業が生
産しようが，技術的にも嗜好的にも錯聴化の余地はないだろうが，観光消費
支出対象は正反対の特産品であるがゆえに産地や銘柄が決定的に重要なので
ある。したがって岡山型システムが⑳～㈱であって，通常の一般型⑱～⑳と
は異なることが岡山モデルの特徴であり，最大のセールスポイントでもある
わけである。
　なお，今回の作業が1985年県表をベースにしていることは既に述べた通り
（7）観光消費を含む需給均等式は
　［a　hj］X十F1十F2十F3十F4十F5十S＝［mnコ（［a　hjコX十F1十F2十F3十
　F，）　＋　［m，’］　S＋X
　となる。Sだけの効果を見るために，：F1＝F2＝＝　F3＝F4＝＝Fs＝0と置いて解けば⑳
　となる。
一40一
観光消費の地域産業連関分析について　417
であるが，これは投入係数を含めて生産構造が！990年まで大同小異で推移し
てきていると仮定するものである。問題なしとはしないが，連関表の最新版
がこれしかない限り，やむを得ないことと一応は納得できよう。しかし，こ
の5年間に価格構造が変化しているのも確かであり，しかも観測データがあ
るからには！990年の観光消費ベクトルを名目のままで5年前の価格表示フ
レームである⑫2）～㈱へ適用するのは強引に過ぎるといえなくもない。そこ
で，岡山モデルでは適当な物価指数等のデフレーターで観光消費ベクトルを
1985年価格表示に切り換えて効果分析を行い，その結果を同じイソクレー
ターで1990年へ割り戻す，等々，今回の作業では相応に細かい注意が払われ
ていることも特記しておいてよいだろう。
】V　産業連関分析結果の概要
　観光消費支出ベクトルSがかりに1985年に発生したと仮定して，その各要
素を同年の連関表の対応する実際の産業別県内生産額で割った比率を各産業
の観光依存率と呼ぶ。この比率が特に高い（10％以上）のは観光産業A，高
い（10％未満2％以上）のは観光産業B，低い（2％未満）のは非観光産業
という。
　表3は，観光産業AとB及び非観光産業のグルーピングも含めて，分析結
果を集約したものであり，概要はこれに尽きている（8）。ここで，直接生産額
とは前節の観光消費漏出輸入係数（対角）行列［m、’］に観光消費ベクトル
Sを掛け合わせてSから差し引いた産業別県内生産物向け観光消費支出のべ
（8）観光消費ベクトルは宿泊客，日帰り・通過客別に推計され，したがって各種の効果も
　別々に計算，分析されているが，ここでは両ベクトルの合算による総合効果のみを例示
　しておく。また，観光客が100万人増加するケース，観光客の県内宿泊比率が10％アヅ
　プするケース，観光産業の自給率が10％アヅプするケースの3通りのシミュレーショ
　ンも行われているが，詳細は省略する。
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表3　岡山県観光消費効果に関する計測結果一覧 （金額単位100万円）
部　　　門　　名 観光消費 直接生産額 県内総生産i第1次）
県内総生産
i第2次）
県内総生産
i総　合） 粗付加価値
雇用者数
i10人）
観光産業計 143，638．6 139，243．5 145，329．520，278．7 165，608．2 95，452．41， 51
観光産業A 107，907．8 105，099．5 108，055．86，884．0 114，939．8 63，881．2903
果　　　実 1，502．2 1，293．1 1，507．0 294．8 1，801．7 L307．5 1
農産食料品 19，693．8 18，753．020，108．4 L709．0 21，817．4 5，601．7 53
飲料（除酒類） 1，650．4 218．9 229．6 641．1 870．7 238．4 1
陶　磁　器 2，228．0 2，001．1 2，041．240．9 2，082．1 L568．0 24
道路旅客輸送 6β05．6 6，805．6 7，034．6 666．8 7，701．4 6，274．8 95
輸送付帯サービス 11，146．1 11，146．112，201．6 554．0 12，755．6 7，759．5 105
貸自動車事業 1，029．6 1，029．61，080．6 39．0 1，119．5 658．0． 10
飲　食　店 20，13L3 20，131．3 20，131．92，208．6 22，340．5 10，902．3 171
旅館・宿泊所 43，720．9 43，720．9 43，720．972 ．9 44，450．8 29，571．1443
観光産業B 35，730．7 34，144．0 37，273．713，394．7 50，668．4 31，571．2647
水産食料品 2，096．1 1，913．3 2，046．31，118．7 3，165．0LO85．2 10繊維雑品・イ製品 795．6 641．3 780．8 141．5 922．3 401．4 10
身回品・他繊維既製品 314．7 80．4 253．3 347．6 600．9 319．1 11
皮革・同製品 112．6 45．8 60．2 23！．3 291．5 127．6 3
ガラス・ガラス製品 74．0 23．7 41．8 15．0 56．8 30．8 0
その他工業製品 1，455．9 547．7 592．9 596．6 1，189．6 437．9 12
小売（含土産小売） 15，153．4 15，153．4 16，801．0 7，865．9 24，666．9 16，933．9443
鉄　　　道 7，533．1 7，533．1 7，923．31，014．4 8，937．75，756．0 62
沿海・内水面輸送 89L3 891．3 997．6 94．1 1，091．7 690．9 10
娯楽サービス 7β13．9 7，313．9 7，776．41，969．6 9，746．0 5，788．486
非観光産業計 2L239．5 11β71．1 50，468．5 59，169．2 109，637．7 55，866 475???????農林水産業
z　　　業
ｻ　造　心
ｨ　　　設
d気ガス水道
ｵ　売　業
燉Z保険不動産
　906．7
@　0．0
P7，208．1
@　0．0
@　0。0
@　0。0@　0．0
　824．2’
@　0．0
V，922．1
??????．???．?
4，276．8
@125．7
P7，202．9
P，298．8
Q，974．6
Qβ58．9
V，229．5
2，773．7
@　25．2
P8，796．9
P，333．9
Q，711．6
R，051．8
P2，665．4
7，050．5
@150．9
R5，999．7
Q，632．7
T，686．3
T，410．7
P9，894．9
3，753．0
@　77．8
P0，285．3
kO84．1
R，083．9
R，584．6
P5，945．2
　8
P。l???
??運　輸　業
ﾊ信・放送
　0．0
S00．9
　0．0
S00．9
4，！78．4
P，907．4
2，332．8
P，662．8
6，511．3
R，570．2
1，737．4
Q，493．8
?
公　　　務 0．0 0．0 0．0 375．8 375．8 295．9 3???
教育・研究・医療保健サービス業 　812．7
kO86．3
　812．7
P，086．3
2，109．9
T，264．6
8，855．2
S，279．8
10，965．2
X，544．4
7，468．3
U，008．4
102
W1
事務用品・分類不明 824．9 824．9 L540．8 304．4 1，845．3 48．5 1
全産業計 164，878．1 151，114．6 195，798．079，447．9 275，245．9151β18．72，025
??
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クトルのことである。個々の数値の妥当性判断や解釈論議を長々と付け加え
るのは当面控えるにしても，表には通常の連関分析には馴染まない考え方に
基づく計算結果が追加されている。それは第2次波及効果を計算しているこ
とである。
　再々述べたように，連関モデルは｛最終需要→供給＆粗付加価値｝という
因果関係の分析システムであり，表では「第1次波及効果」がこの因果の強
さに関する部門別計算結果であって，これを算出することこそが本来の任務
なのである。これが「産業間循環による波及効果」ともいわれる理由は，こ
のプロセスでは原因としての最終需要が「生産には生産された財サービスを
原材料として投入する必要がある」ために「原料が原料を呼ぶ」という循環
現象を呼び起こし，結果として原因を上回る水準へ生産活動を押し上げるか
らである。
　これに対して第2次波及効果は次のようにして計算する，すなわち
1）観光消費に起因する上記第1次粗付加価値効果の内の雇用者所得を全産
　業にわたって集計し（ΣjV“），これを所得増に見立てる，
2）この増加所得に別途推計した平均消費率を掛け合わせて消費支出増を推
　計する，
3）この消費増を！985年民間消費ベクトルで割り振って民間消費（増）ベク
　トル（△F，）とする，
4）今度は一般型システム⑱～⑳のSをこの△F，で置き換え，生産誘発額，
　移輸入誘発額，粗付加価値誘発額，雇用誘発量を算出して第2次波及効果
　とする，
5）この第2次波及効果を前段の第1次波及効果に加算して観光消費の総合
　経済効果とする。
　この第2次波及効果を算出することは，明らかにll節で言及した産業連関
分析が「できないこと」としたことをしょうとすること，かくて常套的な枠
から一歩踏み出すことを意味する。しかしながら，一見した限りでの印象は
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その一歩がいかにも中途半端に踏み出されていて，「帯に短し，たすきに長
し」の憾みなしとしない。「たすきに長い」ことから始めるとして，この方式
は第1次波及段階と第2次段階を雇用者所得を説明変数とするマクロ的消費
関数でリンクすることを意味するが，産業連関分析の本来のあり方からすれ
ぽ，これは余分である。もともと産業連関分析の目的はこうしたマクmの効
果分析にあるのではなく，中期経済計画における産業連関モデルのように
（［1］p．91），マクロ的に決定済みの数値を産業間に振り分けることであ
る。したがって，一定金額の最終需要が観光消費というチャンネルを通ると
き，どのような産業が大きく影響を受け，どんな産業がさほど影響されない
かをリトマス・テストさながらに色分けし，観光産業A群とB群及び非観光
産業群を識別してみせる点で産業連関分析は有効なのである。
　表4　他地域における観光経済効果の測定例との比較　　　　　　　　（単位：億円）
生産波及効果
対、象　地　域 観　光
ﾁ費額
ia）
直　接
ｶ産額
ib）
第一次
?@果
ic）
第二次
?@果
id）
総合波及
?@　果
@（e）
効果倍率
ie）／（a）
推定機関
静　岡　県（平成2年）
k　海　道（平成元年）
R　梨　県（昭和63年）
i信玄公ブームの効果）
＆，457
W，608
@164
????11，638
W，904
@216
3β55
R，353
@49
エ4，993
P2，258
@265
L77倍
ｵ42倍
P．62倍
㈲静岡経済
､究所
鰍ｽくぎん
麹㈹､究所
且R梨中央
竝s
岡　山　県（今　　回） 1，6491，511 1，958794 2，752L67倍醐岡山経済
､究所
　それにもかかわらず2階建て方式を採用したのは他の先行例がそうしてい
るからであり，表4のような実例間の結果比較をするには条件の大枠を統一
する必要があったからにほかならない。
　しかし，この一般方式は数々の方法論的問題を提起するように思われる。
節を改めて重点的に考察を加えておくことにしよう。
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V　マクロ・産業連関連動モデルの必票性一一結語
　こうした2段階アプローチには・「帯に短い」との感を禁じ得ない。まず，
第1次波及と第2次波及があるのなら，なぜ第3次以降がないのかというこ
とが率直な疑問として残る。こうした逐次計算では収束のさせ方を詰めない
限り，唐突の感を拭えない。
　また，前節1）の消費関数は雇用者所得のみが消費を決定することになっ
ているが’，これでは資産所得からの消費需要を無視することによって消費増
を過小推計する結果となる。営業余剰には支払利子，使用動産・不動産の純
賃貸料等の資産所得のみならず，個人業主や家族従業者の労働所得さえも含
まれていることを考えれば（［4］p，141），これらを抜き出して説明変数に加
えるべきだろう。
　以上の疑問は，一般的なマクロ消費関数を中心とするケインズ的所得決定
モデルを設定できさえすれば，一挙に解消する類のものばかりである。すな
わち，まずマクロ消費関数
　ea　c＝a＋By
を推定する。ここにC＝県内民間消費支出（連関表のFlの合計）（9），　Y＝県
内総生産（連関表の粗付加価値合計），α＝基礎消費，β＝限界消費性向，と
する。こうして，民間消費の説明変数は，前節1）とは逆に，最も広くと
る。推定用資料は県民所得統計の対応時系列を昭和60年表に合わせるのが便
利だろう。
　その他の必要な方程式は以下のマクロ需給均衡条件と輸入関数である，
　eT　Y＝C十C，十1，十1十E．一M．
　e8）　M．＝m　（C十C，十If十1十Y／v）
記号は，C、＝政府消費（連関表の：F，の合計），1，＝総固定資本形成（F3の
（9）皿節のCと混同しないこと。同じく⑳式以下の1を単位行列と混同しないこと。
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合計），1＝在庫純増（F，の合計），E。＝移輸出（F，の合計），M、＝移輸
入，m＝＝全産業の移輸入係数，　v＝全産業の粗付加価値係数。したがって，
｛（1－v）Y｝／vは全産業の中間需要である。
　そうすると，所得決定式は
　e9）　Y＝　｛（1－m）　（a＋C．＋lf＋1）　＋E．｝／｛1－P　（1－m）　＋
　　　　　m　（1－v）　／v｝
となる。
　しかし，このモデルを作動させるには用心が肝要である。独立な最終需要
が何かによってmやvが変化するからである。つまり，集計問題が発生する
のである。例えば，2産業モデルを仮定すれば，
　（30）　v＝＝　（X，／X）　V，十　（X，／X）　v，
となる，すなわち，全産業の粗付加価値係数は各産業のそれをその産業の生
産額シェアで加重平均したものになるが，この生産額シェアが，最終需要項
目が決まらなければ一定しない。
　幸いにも，われわれの目的は観光消費だけの経済効果を計量することであ
る。この消費は生活水準の上昇を反映する基礎消費の・レベル・アヅプ分に該
当すると考えることができよう。すなわち，観光消費支出額をαの上昇（△
α）として扱うことが妥当なのである。
　こうして，総額△αの観光消費が所定のベクトルSとして各産業に支出さ
れる。しかしながら，県内産品への産業別需要（直接生産額）は［1－
mh’nSであり，これらを県内生産する過程，すなわち⑳～㈱を通じて産業
別の県内総生産xs，移輸入MS，粗付加価値vs，雇用量ESが決まる仕組み
の中で，総額が
　（3D　zDtsa’＝Zh　（1－mn’）　Sh
に等しい粗付加価値が県内で発生するはずである。これは既述の第1次波及
効果であり，ここまでは何の変哲もない。通常の産業連関分析のフレーム内
だからである。
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　しかし第2次波及効果の取扱は決定的に異なる。すなわち，△α’だけの
所得増は，今度は一般消費ベクトルを通じて最終需要ヘフィードバックし，
それがさらに生産増，所得増を引き起こすという周知の消費乗数プnセスを
演出して，結局は
　（3D　AY　＝　｛（1－m）　zbxa’／｛1“B　（1－m）　＋m　（1－v）　／v｝
だけの付加価値増を第2段階において結果するのである。
　第2次の消費増は一般消費だけであるが，β△Yである。これを一般消費
ベクトル：F，の構成比で配分して第2次消費増ベクトルとし，これを今度は
一般型システム㈱～⑳に代入して第2次の産業別の県内総生産X8，移輸入
MS，粗付加価値V’，雇用量E’を算出する。
　最後に，第1次効果と第2次効果を合算して観光消費Sが引き起こした究
極の経済効果の全：体像を描き出す。
　以上の手続きは乗数分析をベースとするから，第3次以降は勘定済みであ
る。したがって，効果波及プロセスも観光消費が諸産業の生産活動を誘発し
て所得が発生するまでの前段（第1次波及）とこの新生所得が消費需要を増
やす形でフィードバックを始める後段（第2次以降）とに分かれるだけであ
る。
　このアプローチは，どちらかといえば，マクロ・メカニズムを主．とし，「産
業連関モデルは．．．マクロモデルを補完する役割」（［1］p．92）を持つもの
と位置づける中期マクPモデルの考え方を踏襲しており，したがって完全な
連動モデルではないが，当面の観光需要の効果分析に代表されるような「部
分分析」には有効であろう。
　　　　　　　　　　　　　‘参　考　文　献
［1］経済企画庁編「中期経済計画」大蔵省印刷局，昭和40年2月
［2］観光産業の実態と動向に関する調査研究委員会’「これからの観光産業2：観光産業の
一47一
424
　産業連関分析」，（社）日本観光協会，昭和61年3月
［3コ観光産業の実態と動向に関する調査研究委員会「これからの観光産業3：観光からみ
　た地域経済分析」，（社）日本観光協会，昭和62年3月
［4］　「岡山県経済の構造一昭和60年岡山県産業連関表」，岡山県企画部統計課，平成2年
［5コ北海道観光産業経済効果調査委員会「北海道の観光：消費と経済効果」，（株）たくぎ
　ん総合研究所，平成2年3月
［6コ静岡県観光産業の経済波及効果調査委員会「静岡県観光産業の経済波及効果調査」，
　　（財）静岡経済研究所，平成3年3月
［7］岡山県観光産業経済効果調査委員会「岡山県観光産業経済効果調査報告書」＆「同：
　資料」，（財）岡山経済研究所，平成4年3月
一48一
